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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

１ 組織体制について、業務の効率的・効果

的実施の観点から、適宜弾力的な見直しを

図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金

を充当するものに限る。）については、効

率的な利用に努め、中期目標期間の最終年

度までに、雇用・能力開発機構の平成１４

年度の相当経費に比べて、１５％以上削減

すること。 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

１ 組織体制については、委員会を設け、年

１回以上、機構の業務の効率的・効果的実

施の観点から、検討を行い、見直しを図る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金

を充当するものに限る。）については、効

率的な利用に努めるとともに、人員削減等

を図り、中期目標期間の最終年度までに、

雇用・能力開発機構の平成１４年度の相当

経費に比べて、１５％以上削減を行う。 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

１ 組織体制について、業務の効率的・効果

的実施の観点から、機構本部に委員会を設

け、検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金

を充当するものに限る。）の削減について

は、平成１６年度予算計画を踏まえつつ、

①一般競争入札手法の拡大導入、運営方法

の見直しによる一般管理費の効率化、②業

務実施方法の見直しによる業務経費の効率

化等により、一層の削減を行う。 

 

 

 
 
 
●機構本部に設置する委員会 

組織体制について、業務の効率的・効果的実施の観点から見直し

を図るため、機構本部に役職員からなる委員会を設置し、以下のと

おり検討を行った。 

 

（１）組織体制の見直し等に係る委員会の設置と検討 

  ① 委員会の設置 

・平成１６年７月２２日 

「組織体制の見直し等に係る委員会」の設置 

② 検討状況 

・平成１６年８月５日 

本部組織及び地方組織のあり方 

・平成１７年２月２２日 

本部組織及び地方組織のあり方 

 

（２）検討結果 

① 本部組織の見直し 

地方組織への権限委譲、一貫した業務運営及び重要課題

の検討推進を基本コンセプトに、業務４部の再編及びコス

ト把握等を行う部署の設置等本部組織の改編を平成１７年

４月１日に行うこととした。 

② 地方組織の見直し 

効率的・効果的な業務執行体制を確立するため、都道府県

センターと職業能力開発促進センターの事務・業務を、職業

能力開発促進センターの事務所において１人の統括所長の下

で一元処理を実施することとし、平成１７年度は２７道府県

で行うこととした。 
 
●経費の削減 

一般管理費及び業務経費（運営費交付金を充当するものに限る。）

の削減については、平成１６年度予算計画を達成するとともに、以

下の取組みにより、さらに８７億円削減した。 

 

（１）一般管理費の削減 

情報システムの見直し、人件費の削減等による運営方法の見

直しにより、一般管理費を２０億円削減した。 

 

（２）業務経費の削減 

訓練用機器のリース方法の見直し、施設の借地面積の縮減等

の業務実施方法の見直しにより、業務経費を６７億円削減した。 
 
（３）一般競争入札手法の拡大導入 

予定価格が３００万円を超える物品等を本部で一括して一般

競争入札で購入したこと等により、平成１６年度における一般

競争入札の実績は、１９５件となった。 
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平成 16年度予算額 平成 16年度決算額 差引額 

1,004 億円 917 億円 △ 87 億円 

 

 

 
 
 
 
 

 評価の視点  

 
・委員会を設け、機構の業務を効率的・効果的実施の観点での見直し

を行ったか。そのために検討を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・一般管理費及び業務経費の削減について、予算計画どおり削減を行

うことができたか。 

 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ 機構本部に役職員からなる「組織体制の見直し等に係る委員会」

を設置、開催し、「本部組織及び地方組織のあり方」について検討

を行い、①本部組織については、地方組織への権限委譲、一貫した

業務運営及び重要課題の検討推進を基本コンセプトに、業務４部の

再編及びコスト把握等を行う部署の設置等を平成１７年４月１日

に行うこととし、また、②地方組織については、効率的・効果的な

業務執行体制を確立するため、都道府県センターと職業能力開発促

進センターの事務・業務を、職業能力開発促進センターの事務所に

おいて１人の統括所長の下で一元処理を実施することとした。 

なお、一元処理については、平成１７年度は２７道府県で行うこ

ととし、これにより管理職及び都道府県センター事務所借料を削減

することとした。 
 

○ 一般管理費及び業務経費（運営費交付金を充当するものに限る。）

については、平成１６年度予算計画を達成（９９億円削減）する

とともに、さらに情報システムの見直し、人件費の削減等による

運営方法の見直しにより一般管理費を２０億円、訓練用機器のリ

ース方法の見直し、施設の借地面積の縮減等の業務実施方法の見

直しにより業務経費を６７億円、あわせて８７億円削減したこと

により、平成１４年度の相当経費に対し１８６億円削減した。 

  評 定  Ａ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画以上に進んでいる。 

・ 中期目標実現のための具体的な努力を進めたことが認められ

る。 

・ 経費削減の計画が順調に行われ、計画を上回っているのは評価

できる。 

・ 目標の前倒し達成は、評価できる。今後は業務の水準維持と質

の向上に努めることを期待する。 

・ 本部に委員会を設置し、本部組織及び地方組織の見直しを進め

た。一般管理費及び業務経費の削減については、平成 19年度ま

でに 15％以上という目標であるにもかかわらず、平成 16年度ま

でに 16．9％を既に達成した。 

・ 概ね計画通りであるが、中期目標が低過ぎると思われる。 

・ 中期目標期間末期では、削減額と重点課題による増加額、この

結果の純減額を示していただきたい。 

・ 費用対効果の把握について具体的な数値・方法を示してほしい。

把握できていないのであれば、今後費用構造の把握に向けての

努力が必要である。 

・ 組織の見直し、削減等によって、生じる人材の配置転換のコス

トはゼロか、人員削減にあたっての具体的な質別の人員調達計

画はあるか。組織維持のためのコストまで削ると将来的に大き

なつけを払うことになると懸念する。 

・ 既に中期目標を達成したにもかかわらず、経費削減に関し、補

修費等次年度に繰り越したことは正しい措置かどうか疑念が残

る。 

・ 中期計画策定の精度を上げまた見直しも必要である。 

・ 人員削減を施設削減との関連から前倒しすべきである。もっと

費用効果が出てくる。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

３ 助成金の支給、融資等の業務について

は、厳正な審査を引き続き実施しつつ、制

度の趣旨・目的の一層の周知を行い、申請

内容を適正化させるとともに、事務手続の

効率化、担当者の審査能力向上等を図り、

平均処理期間（申請書の受付から支給等の

決定までの期間）が特に長い助成金等につ

いて重点的に平均処理期間を短縮するこ

ととし、中期目標の最終年度までに、１件

当たりの平均処理期間を平成１４年度と

比べて１０％以上短縮すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

３ 助成金の支給、融資等の業務については、

事業主等に対して、支給申請書等の記入方法

等の教示など事前相談を行うとともに、申請

から支給決定までの期間について十分な説

明を行う。また、厳正な審査を引き続き実施

しつつ、制度の趣旨・目的の一層の周知を行

い、申請内容を適正化させるとともに、適正

支給に配慮しつつ、申請書の記載項目の簡略

化、添付資料の簡素化等による事務手続の効

率化や職員研修等による担当者の審査能力

向上を図り、平均処理期間（申請書の受付か

ら支給等の決定までの期間）が特に長い助成

金等について重点的に平均処理期間を短縮

することとし、中期目標の最終年度までに、

１件当たりの平均処理期間を平成１４年度

と比べて１０％以上短縮する。 

 

 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

３ 助成金等の支給 

助成金等の平均処理期間（申請書の受付か

ら支給等の決定までの期間）の短縮に向け、

以下の措置を講ずる。 

① 助成金の支給、融資等の業務について

は、事業主等申請者向けの支給申請書の記

入例や申請の手引き等を作成し、事前相談

を実施するとともに、申請から支給決定ま

での期間について十分な説明を行う。 

② 助成金、融資等の審査に当たっては、引

き続き厳正な審査を行うとともに、制度説

明会や相談業務を通じて制度の趣旨、目的

の周知に一層努めることにより、申請内容

の適正化を図る。 

③ また、申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、助成金の種類ごとに申請書記載項目や

添付書類の簡素化の検討を進める。 

④ 更に、職員用審査マニュアルの検討・作

成や施設ごとの研修等の実施により担当

者の審査能力の向上を図る。 

 

 

 

 

●助成金等の支給 

助成金等の平均処理期間（申請書の受付から支給等の決定までの

期間）の短縮に向け、以下の措置を講じた。 

 

（１）申請の手引き等の検討・作成 

事業主等申請者向けの支給申請書の記入例を盛り込んだ申請

の手引き等について検討・作成し、説明会等で配布した。 

 

（作成状況） 

   ・ 中小企業労確法関係助成金（６種類） 

   ・ 建設雇用改善関係助成金（６種類） 

   ・ 介護労働者関係助成金（１種類） 

   ・ 技能者育成資金（３種類） 

   ・ 財形関係助成金（１種類） 

 

なお、キャリア形成支援関係助成金については、平成１６年

度に検討し、平成１７年度に作成、配布することとした。 

 

（２）説明会及び個別相談の実施 

助成金、融資等の制度説明会及び申請内容の適正化に向けた

個別相談を実施した。 

 

① 説明会の実施 

・ 実施回数    ８，２２７回 

・ 参加者数  ２４０，０５２人 

  ※ 他機関との合同説明会を含む。 

② 個別相談の実施 

   ・ 実施件数  １４３，８８２件 

 

（３）手続の簡素化 

① 支給申請書等の記載項目の簡略化 

   イ 中小企業労確法関係助成金（２種類） 

実施計画認定申請書における雇用保険適用事業所番号欄

の削除を検討し、平成１７年４月１日に助成金要領を改

正・施行することとした。 

ロ 建設雇用改善関係助成金（７種類） 

支給・認定申請書における代表者印の省略を検討し、平成

１７年４月１日に助成金要領を改正・施行することとした。 

ハ キャリア形成支援関係助成金（３種類） 

     支給申請書の様式の一部統合及び廃止について検討し、

平成１６年９月２７日に助成金要領を改正し、平成１６年

１０月１日に施行・実施した。 

   ニ 財形関係助成金（１種類） 

     認定申請書における事業主区分及び財形貯蓄開始年月日

欄の削除を検討し、平成１７年３月３１日に助成金要領を

改正し、平成１７年４月１日から施行することとした。 
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② 添付書類の簡素化 

   イ 建設雇用改善関係助成金（１種類） 

     受講者名簿の年齢の省略を検討し、平成１７年４月１日

に助成金要領を改正・施行することとした。 

   ロ キャリア形成支援関係助成金（３種類） 

     添付様式の一部統合・廃止・記載項目の削除について検

討し、平成１６年９月２７日に助成金要領を改正し、平成

１６年１０月１日に施行・実施した。 

   ハ 財形関係助成金（２種類） 

団体構成員名簿等及び事業概要等の添付の廃止を検討

し、平成１７年３月３１日に助成金要領を改正し、平成

１７年４月１日から施行することとした。 

 

（４）審査能力の向上 

① 職員用審査マニュアル等の検討・作成 

助成金担当者の審査能力の向上を図るため審査マニュアル

等について検討・作成し、職員研修等で活用した。 

 

（作成状況） 

・ 中小企業労確法関係助成金（３種類） 

    ・ 建設雇用改善関係助成金（７種類） 

    ・ 財形関係助成金（１種類） 

 

なお、技能者育成資金及びキャリア形成支援関係助成金に

ついては、平成１６年度に検討し、平成１７年度に作成、配

布することとした。 

② 職員研修等の実施 

イ 本部で実施 

・ 実施回数  ４回 

・ 実施内容  財形制度の勧奨・相談業務、助成金の支

給業務、技能者育成資金の審査業務等に

ついて 

ロ 施設で実施 

・ 実施回数  ６９９回 

・ 実施内容  助成金の相談・審査業務、助成金支給業

務の期間短縮等について 

ハ その他 

     都道府県労働局が全国６ブロックで実施した不正受給防

止等に係る研修に参加 

 

（５）短縮状況 

  ① 平均処理期間 

    平成１６年度の平均処理期間は２６日となった。（平成１４

年度２８日） 

② 平均処理期間が特に長い助成金の処理状況 

平成１６年度においては、平成１４年度に平均処理期間が

特に長かった（６０日以上）キャリア形成促進助成金等の助

成金について、重点的に短縮に取り組んだ結果、その１件当

たりの平均処理期間を１０日短縮することができた。 
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 評価の視点  

 
・助成金等の平均処理期間の短縮に向けて着実に進展したか。具体的

にどの程度短縮されたか。 

 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 助成金等の平均処理期間の短縮に向け、次の措置を講じた。 

  ・ 事業主等申請者向けの支給申請書の記入例を盛り込んだ申請

の手引き等について作成し、説明会等で配布 

・ 制度説明会の開催や個別相談の実施 

・ 手続きの簡素化を図るための支給申請書等の記載項目の簡略

化や添付書類の簡素化 

・ 審査能力の向上を図るための職員用審査マニュアル等の

作成、本部及び施設での職員研修の実施 

  なお、助成金等の１件当たりの平均処理期間については、平成

１４年度の２８日から２日（7.1％）短縮し、２６日となった。

  特に、平均処理期間の長かったキャリア形成促進助成金等の助成

金については、上記措置を重点的に取り組んだ結果、１件当たりの

平均処理期間を１０日短縮することができた。 

 

  評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通りに進んでいる。 

・ 計画をほぼ達成しているが、もう少し努力する必要がある。 

・ 更なる短縮に向け、人員減を克服し知恵を出していただきたい。 

・ 助成金につき説明会等で周知を図り、記載項目の簡略化等を行

った。また、職員研修を実施し、１件当たりの平均処理期間を

平成 14年度の２８日から２日短縮した。 

・ 手続簡略化を目指せば可能だということが証明されたというこ

とは、更に工夫する余地があることを感じさせる。 

・ 説明会の開催については、平均処理期間の時系列比較など、客

観的な数値が分からない。設定目標の効果把握指標を示すべき

である。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について

は、特殊法人等整理合理化計画（平成１３

年１２月１９日閣議決定。以下「整理合理

化計画」という。）に基づき、地方公共団

体や民間教育訓練機関との適切な役割分担

を図り、毎年度訓練コースについて精査し、

真に高度なもののみに限定して実施し、地

方公共団体や民間教育訓練機関で実施する

ことが可能な訓練は廃止すること。 

また、整理合理化計画に基づき、民間外

部講師の一層積極的な活用を図ることと

し、時代の変化に対応した効率的・効果的

な職業訓練の実施を図ること。 

 特に高度な専門的技能・知識の習得を目

的とする職業訓練については、地域の能力

開発ニーズ、費用対効果等を考慮の上、集

約して実施した方が効果的なものは、集約

して実施する等、効果的な職業訓練の実施

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間教育訓

練機関との適切な役割分担を図る観点か

ら、当該地域において民間では実施できな

いもののみに限定して実施することとし、

また、民間教育訓練機関の育成という点も

踏まえ、国の定める職業訓練実施計画に基

づき民間委託の拡大を図り、かつ、機構の

行う職業訓練についても、民間外部講師の

一層積極的な活用を図ることとし、時代の

変化に対応した効率的・効果的な職業訓練

の実施を図ること。 

 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

毎年度、訓練コースについては、地方

公共団体や関係機関等と連携をとり、地

域における職業能力開発の状況を把握し

た上で、地方公共団体や民間教育訓練機

関との適切な役割分担の観点から訓練コ

ースを精査し、見直しを図る。 

なお、訓練コースの設定に当たっては、

当該地域における人材ニーズを把握した

上で、真に必要とされている訓練コース

を設定するとともに、各地域において毎

年度の実施計画を、産学官を構成員とす

る人材育成地域協議会において意見を聴

取する。また、訓練コースの見直しの結

果をホームページに公表する。 

 
 
 
 
 
（２）訓練実施体制の効率化について 

特に高度な専門的技能・知識の習得を

目的とする職業訓練については、地域の

中核的な職業能力開発促進センターで集

約して行うなど、地域の能力開発ニーズ、

費用対効果等を考慮の上、訓練実施体制

の効率化を図る。 

 

 

 

５ 離職者を対象とする訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

公共職業能力開発施設において実施す

る訓練コースの設定に当たっては、都道

府県労働局や都道府県と連携して当該地

域における人材ニーズを把握するととも

に、当該地域における民間教育訓練機関

等が実施している教育訓練コースの状況

も踏まえながら、民間では実施できない

ものに限定した訓練コースを設定するほ

か、既存コースの見直しを行う。また、

見直しの結果をホームページに公表す

る。 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

４ 在職者を対象とする職業訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

訓練コースについては、地方公共団体

や関係機関等と連携をとり、地域の人材

育成ニーズを把握するとともに、地方公

共団体や民間教育訓練機関が実施してい

る教育訓練コースの状況も踏まえ、訓練

コースを精査し、見直しを行う。 

なお、訓練コースの設定に当たっては、

人材育成ニーズを把握した上で、真に高

度な訓練コースを設定するとともに、人

材育成ニーズ及び地方公共団体、民間教

育訓練機関等との役割分担について、人

材育成地域協議会において意見を聴取す

る。また、訓練コースの見直しの結果を

ホームページに公表するための検討を行

い、１６年度中に公表する。 

 

 

 

 

（２）訓練実施体制の効率化について 

地域の能力開発ニーズや費用対効果

等を考慮した上で、効率的な訓練実施体

制のあり方について検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

５ 離職者を対象とする訓練について 

（１）訓練コースの設定について 

施設内訓練の訓練コースの設定に当た

っては、都道府県労働局及び都道府県職

業能力開発主管課と連携を図り、事業主、

事業主団体にヒアリング調査を行うなど

地域における人材ニーズを把握するとと

もに、当該地域における民間教育訓練機

関等が実施している教育訓練コースの実

施状況調査を行い、民間では実施出来な

い訓練コースを設定するほか、訓練コー

スの見直しを行う。 

また、訓練コースの見直し結果をホー

ムページに公表するための検討を行い、

１６年度中に公表する。 

 
 
 
 
●在職者を対象とする訓練コースの設定 

訓練コースについては、以下により、見直し等を行った。 

（１）訓練コースの見直し状況 

① 見直し等の仕組み 

訓練コースについては、地域の事業主団体等のヒアリング

等により、通所範囲内を中心とした人材育成ニーズを把握し、

さらに、民間教育訓練機関等の教育訓練コースの実施状況を

踏まえて、見直し等を行った。 

また、見直し等を行うに当たっては、人材育成ニーズとの

適合性及び地方公共団体、民間教育訓練機関等との役割分担

について人材育成地域協議会等で意見を聴取した。 

② 見直し状況 

   ・ 見直しコース数（平成１６年度→平成１７年度計画） 

２，８８７コース 

   ※ 平成１６年度の実施コース数は１２，０１１コース 

 

（２）ホームページでの公開状況 

・ 公開日     平成１７年３月３１日 

・ 公開内容  施設別見直しコース名 

 

●訓練実施体制の効率化 

 平成１６年度は、訓練実施体制の効率化の観点から、以下のとお

り検討した。 

 ・ 訓練の企画開発機能の強化を図るため、各施設間の情報共有

化の方策、各施設間において職業訓練指導員を相互に応援 

・ 高額な機器・設備が必要な訓練については、拠点となる施設

に集約化 

なお、平成１７年度においては、引き続き検討を行い、訓練実施

体制の効率化に係る基本方針を策定する。 
 
 
●施設内訓練の訓練コースの設定 

訓練コースについては、以下により、見直し等を行った。 

（１）訓練コースの見直し状況 

① 見直し等の仕組み 

訓練コースについては、都道府県労働局及び都道府県職業

能力開発主管課と連携を図り、職業安定機関や事業主団体等

のヒアリング等により把握した通所範囲内を中心とした地域

の人材ニーズや民間教育訓練機関等の教育訓練実施状況調査

等を踏まえて、既存コースの内容見直し・廃止の検討や新規

コースの設定検討を行った。 

なお、人材ニーズとの適合性や民間教育訓練機関等との役

割分担について人材育成地域協議会、職業能力開発推進協議

会の意見も聴取した。 
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６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、整理合理化計画に基づき、民間外部講

師の一層積極的な活用を図ることとし、時

代の変化に対応した効率的・効果的な職業

訓練の実施を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託訓練の実施について 

広範な分野の人材ニーズに対応した委

託訓練が機動的に設定できるよう、専修

学校・各種学校のほか、事業主、大学・

大学院、ＮＰＯ等あらゆる民間教育訓練

機関への働きかけを積極的に実施する等

により、訓練委託先の開拓を行い、国の

定める職業訓練実施計画に基づいた民間

委託の拡大を確実に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、毎年度、訓練コースについて、就職率

や修了生の満足度を調査する等により、社

会の人材ニーズに応えているかを精査し、

見直しを図る。また、その見直しの結果を

ホームページに公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）委託訓練の実施について 

今後成長が期待される分野の職種、中

小企業の発展に資する職種、企業の基盤

となる人材に係る職種及び求職者の応

募・就職が見込まれる職種を中心として

委託先の開拓を行い、国の定める職業訓

練実施計画に基づいた民間委託の拡大を

確実に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学卒者を対象とする職業訓練について

は、就職率や修了生の満足度を調査する等

により、社会の人材ニーズに応えているか

を精査し、訓練コースの見直しを行う。ま

た、その見直しの結果をホームページに公

表するための検討を行い１６年度中に公表

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 見直し状況 

・ 見直しコース数（平成１６年度→平成１７年度計画） 

                      １４９コース 

（廃止：７５コース、内容変更：７４コース） 

   ※ 平成１６年度の実施コース数は６２４コース 

 

（２）ホームページでの公開状況 

  ・ 公開日   平成１７年３月３１日 

  ・ 公開内容  施設別見直しコース名 

 

 

●委託訓練の訓練コースの設定 

委託訓練について、以下のとおり実施した。 

（１）訓練実施状況 

・ 国の訓練実施計画数    １２６，６２１人 

・ 平成１６年度受講者数    ９４，３８０人 

・ 平成１６年度コース数     ６，８０２コース 

 

※ 参 考 

平成１５年度受講者数    ７５，２４５人 

平成１５年度コース数     ６，５１５コース 

 

（２）委託機関等 

  ・ 民間教育訓練機関       １，７５１機関 

  ・ ＮＰＯ法人             １３法人 

  ・ 大学・大学院             ７校 

  ・ 事業主等及び事業主団体    １，０２６機関 

 

●学卒者を対象とする訓練科の設定 

訓練科については、以下により見直しを行った。 

（１）訓練科の見直し状況 

① 見直し等の仕組み 

訓練科については、応募倍率、修了生の就職率や満足度調

査を実施するとともに、産業界の現状や技術動向等を踏まえ

つつ、授業科目の一部の見直しを行った。 

  ② 見直し状況 

   ・ 見直し科数  ３０科 

   ※ 平成１６年度の実施科数は１４７科 

 

（２）ホームページでの公開状況 

  ・ 公開日    平成１７年３月３１日 

  ・ 公開内容   施設別見直し訓練科名 
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７ 「私のしごと館」については、果たすべ

き役割及び事業内容の在り方について検討

を行い、自己収入の増加及び運営に係る経

費の更なる効率化を図ること。 

 

 

 

 

 

７ 職業訓練については、時代の変化に対応

した効率的・効果的な職業訓練の実施を図

るため、民間外部講師の一層積極的な活用

を図り、中期目標期間の最終年度までに、

民間外部講師の活用割合を平成１４年度と

比べて１０％以上増加させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 「私のしごと館」については、外部委員

を含めた検討の場を設け、果たすべき役割、

事業内容の在り方、効率的な運営の在り方

等について検討を行い、それを同館の運営

に反映させる。また、自己収入の増加と運

営に係る経費の更なる効率化を図る。 

 

 

 

７ 技術革新の進展、産業構造の変化等に的

確に対応した職業訓練を実施するため、民

間外部講師の活用のあり方についての検討

を行うとともに、その活用割合を引き上げ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 「私のしごと館」において、経済界や関

係行政機関代表者及び学識経験者で構成す

る支援協議会等を開催し、意見の収集・提

案等を業務運営に反映させる。 

また、自己収入の増加と運営に係る経費

の更なる効率化を図る。 

 

 

 
●民間外部講師の活用 

（１）活用方針 

民間外部講師の活用について、在職者訓練にあっては真に高

度なもののみに限定して実施する観点から、並びに離職者訓練

及び学卒者訓練にあっては一層積極的な活用を図る観点からそ

れぞれ検討し、次の分野について活用を図ることとした。 

また、民間外部講師の確保のため、他機関の人材データーベ

ースの活用方策についても検討した。 

① 在職者訓練 

イ 技術革新や社会のニーズの変化により、短期間のうちに

急激に技能・技術等が変貌を遂げる分野 

ロ 高度な熟練技能を必要とする分野 

ハ 生産管理及び生産やサービスの業務を遂行する上での経

営管理能力（管理力）等の分野 

  ② 離職者訓練 

    上記①のイと同じ 

  ③ 学卒者訓練 

   ・ 一般教養科目 

   ・ 生産現場における先端的技術等に関する分野 等 

 

（２）活用割合 

平成１４年度の１６．０％に対して、平成１６年度は１６．７％

であった。 
 
●業務運営への改善反映 

私のしごと館支援協議会等を３回開催し、その意見・提案等を業

務運営に反映させた。 

（意見・提案例） 

 ・ 体験職種を増やすべき。その際には、先端技術の職種だけで

なく伝統工芸に関する職種を検討すべき。 

・ 私のしごと館を利用する学校に、しごと体験等の機能を有効

に活用してもらうためには、生徒に対してどのような事前指導

をすれば良いか情報提供すべき。  

（改善反映例） 

 ・ パソコン組立体験を試行的に実施したほか、伝統工芸である

奈良筆等の職業体験を新規に実施した。 

 ・ 私のしごと館活用の事前、事後の学習のために、私のしごと

館を利用するときのポイント等を示した「ワークシート」（中学

生版）を開発し、提供を開始した。 

 

●自己収入の増加と経費の効率化 

（１）自己収入の増加に向けた主な取組み 

   自己収入額は、１．１億円となった。自己収入の増加に向け

た主な取組みは以下のとおり。 

  ① ＰＲ活動 

   イ 首都圏の教育委員会や校長会等を訪問し修学旅行の勧誘

の実施や近畿圏の教育委員会や校長会等を訪問し校外学習

の勧誘を実施した。 

    ・ 訪問件数    １，２５９件 
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ロ 中高校等の教員等に対する下見会の実施 

    ・ 下見回数    １，２５０回 

・ 下見参加者数  ５，２５１人 

 

② イベントの開催 

「ものづくり親子体験」としてゴールデンウィーク期間中

に集中的に開催した。 

（開催内容） 

製菓・マドレーヌ製作（５月１日）、塗装・ＣＤラック塗装

（５月２日）、京焼き・清水焼（５月３日）、玩具製作（５月

４日） 等 

③ 解説書及びビデオ等の販売 

   イ 解説書の販売 

     専門的・技術的職業等、労働省編職業分類の中から

７０３職種の職業について「仕事内容から、その仕事に

就くための適性や資質、どんな知識が必要か、必要な免

許や資格、仕事に就くための進路まで」を解説した解説

書をミュージアムショップ及びインターネットを通じて

販売し、２，０２１千円の収入額となった。 

   ロ ビデオの販売 

     ３０種類の仕事を「どんな仕事をするの？、どんな魅力

があるの？、どうすればなれるの？」の３部構成でわかり

やすく紹介したビデオをミュージアムショップ及びインタ

ーネットを通じて販売し、１，１０６千円の収入額となっ

た。 

 

（２）経費の効率化の取組み 

   経費の効率化について以下の取組みにより、管理維持費等を

２６，０５１千円削減した。 

・ 昇降機等の保守契約について、フルメンテナンス方式から

スポット方式に契約内容を見直した。 

・ 展示・体験設備における運用管理保守契約について、契約

内容を見直した。 

・ 職場体験の体験材料の購入方法について、徹底した単価交

渉、材料の一括購入により材料費を引き下げた。 

・ 節電等の取組みとして、外光により照度が確保されている

場所等における消灯を実施した。 
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 評価の視点  

 

・民間で実施可能な訓練との競合状況や地域の人材育成ニーズ等を

把握する等適切な仕組みにより、在職者を対象とする訓練コース

を見直したか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をしたか。 

 

 

 

 

 

 

 

・在職者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 

・地域の能力開発ニーズや費用対効果等を考慮して訓練実施体制の

効率化を図ったか。そのために訓練実施体制のあり方について検

討したか。 

 
 
 
・民間で実施可能な訓練との競合の状況を考慮する、地域の人材ニ

ーズ等を把握する等適切な仕組みにより、離職者を対象とする訓

練コースを見直したか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をし

たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・離職者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 
・委託先を開拓し、国の定める職業訓練実施計画に基づいた民間委

託の拡大を確実に実施したか。具体的にどの程度の訓練を民間委

託したか。 

 
 
 
 
・就職率やニーズを踏まえて学卒者を対象とする訓練コースの見直

しを行ったか。具体的にどのぐらいのコースの改廃をしたか。 

 
 
 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 地域の事業主団体等へのヒアリング等により、通所範囲内を中心

とした人材育成ニーズを把握し、さらに、民間教育訓練機関等の教

育訓練コースの実施状況を踏まえて、見直し等を行った。 

また、見直し等を行うに当たっては、人材育成ニーズとの適合性

及び地方公共団体、民間教育訓練機関等との役割分担について人材

育成地域協議会等で意見を聴取した。 

なお、平成１６年度においては、実施コース数１２，０１１コース

のうち２,８８７コースについて見直しを行った。（廃止：１，９３２

コース、内容変更９５５コース） 

 

○ ホームページにおいて、施設別に見直しコース名を平成１７年３月

３１日に公開した。 

 

○ 訓練実施体制の効率化の観点から、以下のとおり検討を行った。

・ 訓練の企画開発機能の強化を図るため、各施設間の情報共

有化の方策、各施設間において職業訓練指導員を相互に応援

・ 高額な機器・設備が必要な訓練については、拠点となる施

設に集約化 

 

○ 都道府県労働局及び都道府県職業能力開発主管課と連携を図

り、職業安定機関や事業主団体等のヒアリング等により把握した

通所範囲内を中心とした地域の人材ニーズや民間教育訓練機関

等の教育訓練実施状況調査等を踏まえて、既存コースの内容見直

し・廃止の検討や新規コースの設定検討を行った。 

また、人材ニーズとの適合性や民間教育訓練機関等との役割分

担について人材育成地域協議会、職業能力開発推進協議会の意見

も聴取した。 

 なお、平成１６年度においては、実施コース数６２４コースのう

ち１４９コースについて見直しを行った。（廃止：７５コース、内

容変更７４コース） 

 

 

○ ホームページにおいて、施設別に見直しコース名を平成１７年３月

３１日に公開した。 

 

○ 民間教育訓練機関をはじめＮＰＯ法人、大学・大学院、事業

主など２,７９７機関に委託して、国の定める職業訓練実施計

画１２６，６２１人に対し、９４，３８０人の訓練を実施した。

  なお、離職者訓練受講者に占める民間委託の割合は、平成１５年

度の５５．５％に対して、平成１６年度は６７．１％と１１．６％

上回る結果となった。 

 

○ 応募倍率、修了生の就職率や満足度調査を実施するとともに、

産業界の現状や技術動向等を踏まえつつ、平成１６年度の実施科

１４７科のうち３０科について授業科目の一部の見直しを行った。

 

 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ ほぼ計画通りにすすんでいる。 

・ 職業訓練について、コースの見直しを行った。その際にヒアリ

ング調査を実施した。 

・ 「私のしごと館」については、自己収入の増加と経費の効率化

に努力したことが伺われる。ニートの増加が社会問題化してい

る現在、「私のしごと館」の存在によってニートが減少したと将

来評価されるような役割が期待される。 

・ 各施設の費用対効果の視点を重視すべきである。 

・ 民間外部講師のコスト削減効果の実際の数値がほしい。この程

度ではコスト削減効果はないのではないか。 

・ 作成資料のコスト等の費用計算について示されていないが、入

札実施の状況などについて具体的に示してほしい。 

・ 民間教育機関への委託を進めているが、その効果・影響を評価

の中に含めるべきである。機構と民間関連機関の関係性、役割

分担の俯瞰図がほしい。 

・ 「わたしの仕事館」のコスト削減の指標がないためこれでは評

価をすることができない。 

・ 民間外部講師の活用割合は、平成 14 年度の 16％に対し、平成

16 年度は 16．7％であった。この点は一層の努力を求める。 

・ 「わたしの仕事館」をはじめ所属する機関それぞれの費用対効

果が一日も早く把握できるようになるよう期待する。 

・ 国の定めた計画数（民間教育訓練機関への委託）に達しない場

合は、素直に「計画数に達しなかった」と記載すべきである。 

・  
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・学卒者を対象とする訓練コースの見直し結果をホームページに公

表したか。 

 
・効率的・効果的な職業訓練の実施のため民間外部講師の積極的な

活用を図ったか。 

 
 
 
 
・私のしごと館において支援協議会等の外部委員からの意見・提案

等を業務運営に反映させたか。 

 
・自己収入の増加と運営に係る経費の効率化を図ったか。 

 

○ ホームページにおいて、施設別に見直しコース名を平成１７年３月

３１日に公開した。 

 

○ 在職者訓練にあっては真に高度なもののみに限定して実施する

観点から、並びに離職者訓練及び学卒者訓練にあっては一層積極的

な活用を図る観点から、外部講師の活用分野についてそれぞれ検討

するとともに、活用割合を平成１４年度の１６．０％に対して、平

成１６年度は１６．７％に引き上げた。 
 

○ 私のしごと館支援協議会等を３回開催し、その意見・提案等を業

務運営に反映させた。 

 

○ ＰＲ活動やイベントの開催など利用者増の取組みにより、自己

収入額は、１．１億円となり、平成１５年度（１０月開館）下半

期（４７，７６８千円）と平成１６年度同期（５１，６７４千円）

とを比較すると８．２％の増加となった。 

また、経費の効率化について、 

・昇降機等の保守契約について、フルメンテナンス方式からスポッ

ト方式に契約内容の見直し 

・展示・体験設備における運用管理保守契約について、契約内容の

見直し 

・職場体験の体験材料の購入方法について、徹底した単価交渉、材

料の一括購入による材料費の引き下げ 

・節電等の取組みとして、外光により照度が確保されている場所等

における消灯の実施 

に取組み、管理維持費等について平成１５年度実績と比較し、

２６，０５１千円削減した。 

  なお、平成１７年度に、厚生労働省、機構本部、私のしごと館を

メンバーとする改善検討ワーキンググループにより、今後のあり

方、運営方法、運営の効率化、自前収入確保等について検討し、「私

のしごと館」業務のより効果的・効率的運営に繋げていくこととし

ている。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

適正な業務の推進に資するため、業績評

価を行い、業務運営に反映すること。さら

に、業務内容の透明性を高め、業務内容の

充実を図る観点から、業績評価の結果や機

構の業務の内容について、ホームページ等

において、積極的かつ分かりやすく公表す

ること。 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

適正な業務の推進に資するため業績評価

を行い、その結果を受け業務の見直しを行

う。さらに、業務内容の透明性を高め、業

務内容の充実を図る観点から、業績評価の

結果や機構の業務の内容について、ホーム

ページ等において、積極的かつ分かりやす

く公表する。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

 

１ 業績評価の実施及び公表による業務内容

の充実について 

適正な業務の推進に資するため、機構が

実施する業務に対する評価方法等の検討を

行い、業績評価制度の整備を行う。 

また、機構の業務の内容について、ホー

ムページ等において、積極的、かつ分かり

やすく公表する。 

 

 

 

 

 

●業績評価の実施等 

（１）業績評価方法の検討 

業績評価に当たっては、適正な業務の推進に資するため、各

事業について、施設ごとの目標の設定を行い、事業の内容に応

じた実績把握時期を定め、定期的に実績を把握し、進捗管理を

行うとともに、評価の実施方法等について検討を行い、次のと

おり行うこととした。 

 

・ 評価の種類 

    年度計画・中期目標期間の終了後評価及び中期目標期間最

終年度の暫定評価 

・ 評価の方法 

    事務・事業について、内容、類似性等から評価区分を設け、

当該区分ごとに、事務・事業の実施状況を幅広く把握し、５

段階（Ｓ.Ａ.Ｂ.Ｃ.Ｄ）による評価を行うこと。 

・ 評価の決定 

    事務・事業の評価は、理事会において審議し理事長が決定

すること。 

・ 評価結果の取扱い 

    評価結果について、機構ホームページで公表するとともに、

必要に応じ業務改善に反映させること。  

なお、評価について、学識経験者その他の有識者１３名の委

員から成る「独立行政法人雇用・能力開発機構運営協議会」か

ら意見を聴取することとした。 

 

（２）業務の見直し 

平成１５年度の業績評価結果を踏まえ、業務改善に資するた

め、次の事業について、事業効果測定に係る調査を実施した。 

① 雇用創出セミナー 

    セミナー受講後の創業・新分野進出状況等の把握 

② 雇用管理研究会、雇用管理講習会、雇用管理研修、新規・

成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

    研究会等受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等の把握 

③ キャリア・コンサルティング 

    相談終了後に感じた意識の変化、就職活動・能力開発等へ

の取組み等の把握 

④ 学卒者訓練 

    専門課程の教育訓練効果（就職率以外）の把握 

 

（３）業績評価結果の公開 

平成１５年度の業績評価の結果については、平成１６年９月

にホームページ等において公開した。 
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●業務内容の公開 

 機構の業務の内容について、利用者にとって身近な情報の充実や

わかりやすさを考慮したホームページ等の作成を行い、情報の提供

に努めた。 

 

（１）利用者にとって身近な情報の充実 

   ホームページに、トピックス「町かどの機構」コーナーを設

置し、機構事業の利用者の声を通して、離職者訓練修了者の企

業での活躍などを紹介することにより、機構事業を身近な情報

として発信した。 

 

（２）利用者にとって分かりやすさを考慮したホームページ等の作成 

   ① 雇用・能力開発機構総合パンフレットの作成 

       機構事業について、情報を知りたい人が理解しやすいよう

に、雇用問題等の社会的課題に対して機構がどのようなサー

ビスを提供しているのか、分かりやすい構成及びグラフ・表、

機構事業の利用者の声を網羅することにより、見やすく、分

かりやすい工夫を加えて総合パンフレットを作成した。 

  ② 利用者の利便性を考慮したホームページの掲載 

       利用者の利便性を考慮し、財形融資に係る返済シミュレー

ション機能をホームページに掲載した。 

③  利用者の利便性を考慮したホームページにおけるＱ＆Ａコ

ーナーの設置 

      利用者の利便性を考慮し、よくある質問に対する回答をホ

ームページ上に「Ｑ＆Ａコーナー」として設置した。 

 

 評価の視点  

 

・業績評価結果による業務の見直しを進めたか。そのために業績評

価制度の整備を行ったか。 

 
 
 
 
 
・また、その結果や業務の内容をホームページで公表したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 平成１５年度の業績評価結果を踏まえ、業務改善に資するための

事業効果測定について、雇用創出セミナーにおける創業・新分野進

出状況の把握等を行うためのサンプル調査を実施した。また、業績

評価の仕組みについて整備を行うとともに、各事業について、施設

ごとの目標の設定を行い、事業の内容に応じた実績把握時期を定

め、定期的に実績を把握し、進捗管理を行った。 

 

○ 平成１５年度の業績評価結果について、ホームページ等において

公開するとともに、機構の業務内容についても、機構の事業につい

て利用者の声を収集した「町かどの機構」コーナーの設置や利用者

の利便性を考慮した「財形融資に係る返済シミュレーション機能」

の掲載など利用者にとって身近な情報の充実やわかりやすさを考

慮したホームページ等の作成を行った。 

 

 評 定  Ｂ   

（理由及び特記事項） 

・ ほぼ計画通りにすすんでいる。 

・ 業務評価に当たり、施設毎の目標設定を行い、評価につき運営

協議会からの意見を聴取した。 

・ 業務内容、業績評価の結果についてホームページ等で公開した。 

・ 業務改善のため事業効果に係る調査を実施した。 

・ 業務評価の結果を業務改善に資するだけでなく、責任者の処遇

に反映するなど明確にしていただきたい。 

・ できるだけわかりやすいホームページという基準はなにか、ア

クセス件数程度でなく、たとえば Q&A に対する評価のレーティ

ングをとるなどの、フィードバックの方法を検討すべきである。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 

 

 

２ 雇用開発業務について 

  就職資金の貸付け、中小企業事業主等に

対して行う雇用管理の改善に関する相談そ

の他の援助、建設業事業主等に対して行う

雇用管理の改善等に関する相談その他の援

助、沖縄県における離職者等に対する援助、

介護労働者の福祉の増進を図るための債務

保証等については、事業主等のニーズに応

えた効果的な実施を目指し、下記事項のと

おり実施すること。 

（１）相談等業務について 

① 利用対象者に対し周知し、相談件数の

増大を図ること。また、相談者等の要望

に的確に応えた相談を行い、相談終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以上

の者から役立った旨の評価が得られるよ

うにすること。 

 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談等業務について 

① 中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等について 

中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等については、下

記のとおり実施する。 

（イ）相談について 

（ⅰ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する相談の業務につ

いては、ホームページ及びパンフレッ

トを通じて周知すること、また、イン

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）相談等業務について 

① 中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する相談等について 

 

 

 

（イ）相談について 

（ⅰ）中小企業事業主に対して行う雇用

管理の改善に関する相談業務について

は、ホームページ及びパンフレットを

通じて積極的に周知すること、また雇

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●中小企業事業主等に対する雇用管理改善に関する相談業務等 

 

 

 

 

 

（１）相談業務の実施等 

① 相談業務の周知等 

中小企業事業主に対して行う雇用管理の改善に関する相談

業務については、ホームページに相談窓口を設置するととも

に、相談件数の増加及び内容の充実を図るため以下の取組み
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② また、講習・研修等の実施についても、

終了時にアンケート調査を実施し、８０％

以上の者から必要な知識等の習得に役立

った旨の評価が得られるようにすること。 

 

ターネットによる相談を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージで公開することなどにより、中期

目標期間の最終年度までに、相談件数

を平成１４年度の実績と比べて１０％

以上増加させる。 

 

（ⅱ）相談事例や企業等の雇用管理の改

善等についての好事例等の情報を積極

的に収集・整理し、その積極的な活用

を図るなどにより、相談終了時にアン

ケート調査を実施し、８０％以上の者

から雇用管理の改善を進める上で役立

った旨の評価が得られるようサービス

の質の向上を図る。 

 

（ロ）講習・セミナー等について 

（ⅰ）中小企業等の雇用管理の改善を図

るための研究会・講習会などの援助を

実施し、事業終了時にアンケート調査

を実施し、８０％以上の者から雇用管

理の改善を進める上で役に立った旨の

評価が得られるようサービスの質の向

上を図る。 

 

 

（ⅱ）中小企業等に対して労働力の確保

及び良好な雇用の機会の創出のため

に、関係機関と連携を図り、効果的な

情報の収集・提供を行うとともに、セ

ミナー等を実施し、終了時にアンケー

ト調査を実施し、８０％以上の者から

役に立った旨の評価が得られるようサ

ービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用管理相談等をインターネットで受け

付けるため、ホームページに相談窓口

を設置する。また、よくある質問につ

いては、回答をホームページで公開す

ることなどにより、相談件数の増加を

図る。 

 

（ⅱ）相談事例や企業等の雇用管理改善

の好事例等を広範囲に収集し、相談に

積極的に活用することにより相談内容

の充実を図り、相談終了時にアンケー

ト調査を実施し、８０％以上の者から、

雇用管理の改善を進める上で役立った

旨の評価を得られるよう質の向上を図

る。 

 

（ロ）講習・セミナー等について 

（ⅰ）中小企業の雇用管理の改善を図る

ため、地域等の実情を踏まえて、適宜

適切なテーマによる研究会・講習会等

を実施する。研究会等の終了時にアン

ケート調査を実施し、８０％以上の者

から雇用管理の改善を進める上で役立

った旨の評価が得られるよう研究会等

の内容の充実に努める。 

 

（ⅱ）中小企業等に対して労働力の確保

及び良好な雇用機会の創出のために、

地域の実情に応じたテーマによるセミ

ナーを創業・異業種進出に係る事業主

等に対して行うとともに、高度かつ最

新の経営・雇用に係る体系的な情報を

収集し、セミナーとして実施する。セ

ミナー終了時にアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から役に立った旨

の評価が得られるようセミナーの充実

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行い、相談件数は８３，７４１件となり、平成１４年度と

比較して２９．４％増加した。 

（取組内容） 

・ ホームページ及び各種広報用パンフレット等を通じて相

談業務を周知 

・ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペ

ージに公開（平成１６年１１月５日） 

② アンケート調査の実施 

   イ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、適宜相談

内容の充実を図った。 

ロ アンケート調査において、９６.６％の者から雇用管理の

改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立

った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 １０，３３２人） 

 

 

（２）講習会・セミナー等の実施 

   中小企業等における雇用管理の改善等を図るため、以下のと

おり講習会・セミナー等を開催した。 

 

① 雇用管理研究会・講習会 

イ 中小企業等における雇用管理の改善を図るために、地域

等の実情に応じたテーマによる研究会・講習会を５８３回

開催し、１８，６５１人が受講した。 

（テーマ例） 

〔研究会〕 

 ・ 企業の発展に欠かせない人材の有効活用 

    ・ リーダーシップとコミュニケーション力の向上 

〔講習会〕 

・ 中小企業における業績・成果主義賃金制度 

・ 若手社員定着への方策 

 

ロ アンケート調査において、９５．３％の者から雇用管理

の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に

立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 １２，６５７人） 

 

 

② 新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー 

イ 新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）にお

ける労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、地

域の実情に応じたテーマによるセミナーを４０４回開催

し、１２，７２４人が受講した。 

（テーマ例） 

・ 「パート、アルバイトの採用についてそのメリットを

考える」～事業の方向に合わせた自社にとって最適な雇

用形態とは～ 

・ 労働保険、社会保険の適正な運用と実践 

 

ロ アンケート調査において、９４．７％の者から雇用管理
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の改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に

立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ８，２３１人） 

 

 

③ 中小企業雇用創出普及啓発セミナー 

イ ベンチャー企業等の中小企業における新たな雇用機会

の創出を図るため、必要となる雇用管理改善等の取組み

を検討・整理し、その成果を普及啓発するためのセミナ

ーを５５回開催し、３，００６人が受講した。 

（テーマ例） 

・ 労働力確保と良好な雇用形態の活用に向けて 

・ 人材確保と身の丈にあった経営 

 

ロ アンケート調査において、９３．８％の者から「役に立

った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ２，１９０人） 

 

 

④ 雇用創出セミナー 

イ 新規・成長分野企業等（創業を目指す段階を含む）にお

ける労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のために、高

度かつ最新の経営・雇用に係る体系的な情報を収集して、

セミナーを３４回開催し、５０，３１７人が受講した。 

（テーマ例） 

・ 人を雇うときのルール 

   ・ 社員のやる気を引き出すには～効果的コーチング活用法 

 

ロ アンケート調査において、９４．６％の者から創業・異

業種進出等を進める上で「役に立った」「どちらかといえば

役に立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ４３，４４４人） 

 

⑤ 他の機関との連携による人材確保・雇用管理等に関する

業務 

イ 出会いの場の開催 

・ 新規・成長分野企業等に対する人材面、雇用管理面、

経営面等からの支援を行うため、都道府県労働局等関係

機関と連携し、その経営者や新規・成長分野企業等への

就業に関心のある求職者等を対象として、求人情報や雇

用管理等の各種支援制度の情報提供を行うとともに、人

材のマッチングを行う「出会いの場」を６３回開催し、

６７，８６０人が参加した。  

・ 人材マッチング参加企業と求職者を対象としてアンケ

ート調査を実施し、この結果参加企業から８８．９％、

求職者からは８９．２％の者から「役に立った」「どちら

かといえば役に立った」旨の評価を得た。 

（参加企業：有効回答社数 ３，９６９社、 

求 職 者：有効回答者数１１，２９５人） 

   ロ ベンチャー企業等支援制度ガイドブックの作成 
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② 建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等について 

建設業労働者の雇用の改善のための建

設業事業主等に対する相談、研修の実施

等については、下記のとおり実施する。

 

（イ）相談等について 

（ⅰ）建設業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談等の業務につ

いては、ホームページ及びパンフレッ

トを通じて周知すること。また、イン

ターネットによる相談を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージで公開する。 

 

 

 

 

（ⅱ）相談事例や建設業事業主等の雇用

管理の改善についての好事例等の情報

を積極的に収集・整理し、その積極的

な活用を図るなどにより、相談終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から雇用管理の改善を進める上

で役立った旨の評価が得られるようサ

ービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）雇用管理研修について 

建設業事業主等に対して雇用管理に

関する必要な知識等を習得させ、建設

業労働者の雇用の改善を図るための雇

用管理研修を実施し、終了時にアンケ

ート調査を実施し、８０％以上の者か

ら雇用管理の改善を進める上で役立っ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 建設業事業主等に対して行う雇用管理

の改善に関する相談等について  

 

 

 

 

（イ）相談について  

（ⅰ）建設業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する相談及び啓発業務

については、ホームページ及びパンフ

レットを通じて周知する。また、建設

業事業主等の雇用管理の改善に係る普

及啓発事業を実施する。 

また、インターネットによる相談を

受け付けるため、ホームページに相談

窓口を設置するとともに、よくある質

問及び回答について、ホームページで

公開する。 

（ⅱ）相談事例や建設業事業主等の雇用管

理改善の好事例等の情報を積極的に収

集し、相談に積極的に活用することによ

り相談内容の充実を図り、相談終了時に

アンケート調査を実施し、８０％以上の

建設業事業主等から雇用管理の改善を

進める上で役に立った旨の評価が得ら

れるように質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）雇用管理研修について 

 建設業事業主等に対して、関係機関

と情報交換を行いつつニーズに応じた

雇用管理の改善に必要な知識を習得す

る雇用管理研修を実施する。終了時に

アンケート調査を実施し、８０％以上

の者から雇用管理の改善に役立った旨

新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー

や出会いの場等を効果的に行うため、各都道府県センター

では、都道府県、都道府県労働局、政府系金融機関等の関

係機関により構成される支援ネットワークを形成し、各機

関の事業計画や支援制度等の情報交換を行うための会議

（１００回）を開催したほか、各関係機関の支援策を取り

まとめたガイドブックを作成し、支援ネットワークの各関

係機関のほか地域の商工会、地域中小企業支援センター等

に配布した。 

 

●建設業事業主等に対する雇用管理の改善に関する相談・啓発活動 

 

 

 

 

 

（１）相談業務等の実施 

① 相談等業務の周知 

建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相

談及び啓発業務については、ホームページに相談窓口を設

置するとともに、相談内容の充実等を図るため以下の取組

みを行い、６１，４３０件の相談を実施した。 

 

 

（取組内容） 

・ ホームページ及び「建設労働者の雇用の改善」等各種パ

ンフレットを作成し、都道府県センター、建設業事業主団

体等を通じて配布し相談業務等を周知 

・ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペ

ージに公開（平成１６年１１月５日） 

・ 建設雇用改善推進月間（１１月）に雇用改善に係る普及

啓発を目的に、「建設業に働く若者からのメッセージ」の募

集、「建設雇用改善推進の集い」及び「建設雇用改善推進員

等合同会議」の開催等を実施 

② アンケート調査の実施 

   イ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、適宜相談

内容の充実を図った。 

  ロ アンケート調査において、９５．３％の建設業事業主等

から雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どちらか

といえば役に立った」旨の評価を得た。  

（有効回答者数 ３，４７７人） 

 

 

（２）雇用管理研修の実施 

① 雇用管理研修の実施 

建設業事業主等に対して、都道府県、各都道府県労働局等

の関係機関や建設事業主等の関係団体と情報交換を行いつつ

ニーズに応じた雇用管理改善に関するテーマによる雇用管理

研修を１７５回開催し、６，７４３人が受講した。 

なお、建設業における雇用管理改善の一層の推進を図るた
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た旨の評価が得られるようサービスの

質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 沖縄県における離職者等に対する援助

業務について 

 

沖縄県における離職者等に対する就職

相談、免許・資格取得相談、生活相談な

どの再就職の支援を図るための援助業務

については、公共職業安定所との連携の

下、下記のとおり実施する。 

沖縄県における離職者を対象に就職の

ための相談に応じ、これらの問題の解決

を図るとともに、沖縄県からの就職者の

多い大都市（東京、愛知、大阪）に相談

員を配し、関係機関と密接な連携を図り

つつ、生活指導、職場適応指導等を実施

する。 

また、利用者に対するアンケート調査

を実施し、８０％以上の者から就職活動

を進める上で役立った旨の評価が得られ

るようサービスの質の向上を図る。 

 

④ その他 

事業主、求職者に対する総合的な相談、

技術的な援助等を行う職員に対して研修

等を実施し、より専門的資質を高めると

ともに、雇用管理相談等を通じて蓄積し

たノウハウを活用することにより、サー

ビスの質の向上を図る。 

の評価を得られるよう研修の充実に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 沖縄県における離職者等に対する援助

業務について 

 

沖縄県における離職者を対象に就職の

ための相談に応じ、これらの問題の解決

を図るとともに、沖縄県からの就職者の

多い大都市（東京、愛知、大阪）に相談

員を配し、関係機関と密接な連携を図り

つつ、生活指導、職場適応指導等を利用

者の立場に立って実施する。 

また、利用者に対するアンケート調査

を実施し、８０％以上の者から就職活動

を進める上で役立った旨の評価が得られ

るようサービスの向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

④ その他 

事業主、求職者等に対する総合的な相

談、技術的な援助等を行う職員に対して、

施設におけるケーススタディや統一的な

ノウハウを付与する等、職員の資質を高

めるための研修を検討・実施する。 

 

 

め、雇用管理研修を修了した者に対して、冊子「われら雇用

管理責任者」を配布した。 

（テーマ例） 

・ 雇用管理の体制づくり 

・ 雇用管理責任者の職務 

・ 職場教育のあり方 

② アンケート調査の実施 

アンケート調査において、９６．７％の者から雇用管理の

改善を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立っ

た」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ６，２０４人） 

 

 

 

 

●沖縄県における離職者等に対する援助業務の実施 

 沖縄県における離職者等に対する援助業務等については、沖縄

県からの就職者の多い大都市（東京、愛知、大阪）に配置した相

談員により８２３件の相談を実施し、アンケート調査において、

９６．９％の者から就職活動等を進める上で「役に立った」「どち

らかといえば役に立った」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ９６人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●職員研修 

事業主、求職者等に対する総合的な相談業務等を行う職員に対し

て、施設における相談事例を教材としたケーススタディなど、職員

の資質を高めるための研修を検討し実施した。 

・ 実施回数  １０８回 

・ 実施内容  ワンストップ相談の実施、相談業務の手法につい

て 等 
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 評価の視点  

 

・相談業務の周知や、インターネットでの受付を行い、雇用管理の改

善に関する相談件数の増加が図られたか。そのためにホームページ

に相談窓口を設置したか。 

 
 
・相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、相談内容の充実を図

ったか。 

 
 
・相談、講習・セミナー終了時に役に立ったという評価をした者は

８０％以上であったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ ホームページに相談窓口を設置するとともに、ホームページ及び

各種広報用パンフレット等を通じて相談業務を周知することによ

り、雇用管理の改善に関する相談件数は８３，７４１件となり、

平成１４年度（６４，７３０件）と比較して２９．４％増加した。

 

○ 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、相談内容の充実を

図るとともに、よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホー

ムページに公開した。 

 

○ 雇用管理の改善に関する相談終了時のアンケート調査におい

て、９６．６％の者から雇用管理の改善を進める上で「役に立っ

た」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。（有効回答

者数 10,332 人） 

なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「労務管

理に関して、有効な知識を得られた」、「体系的な社員研修の構築に

役立った」などであった。 

また、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した３．４％の者からの主な理由としては、「最新の情

報がほしかった」、「もっと具体的なノウハウがほしかった」などで

あった。 

 

○ 雇用管理研究会・講習会終了時のアンケート調査において、

９５．３％の者から雇用管理の改善を進める上で「役に立った」「どち

らかといえば役に立った」旨の評価を得た。（有効回答者数12,657人）

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した４．７％の者からの主な理由としては、「もう少し

具体的な事例を紹介してもらいたかった」、「理屈、理論より実践的

な話を聞きたかった」などであった。 

 

また、雇用管理研究会・講習会受講後の雇用管理改善等の必要性

の認識度等を把握するため、研究会等受講後概ね３ヶ月経過した時

点で事業効果に係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、

６４．８％の者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善

に取組んでいる、あるいは取組む予定である旨の回答を得た。 

 

○ 新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナー終了時

のアンケート調査において、９４．７％の者から雇用管理の改善

を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の

評価を得た。（有効回答者数 8,231 人） 

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した５．３％の者からの主な理由としては、「さらに掘

り下げた内容を聞きたかった」、「良いことばかりでなく、苦労話、

失敗の例も多種に取り入れてほしい」などであった。 

 

また、新規・成長分野企業等の雇用管理改善のためのセミナ

ー受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等を把握するため、

セミナー受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に係るフォ

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ ほぼ計画通りに進んでいる。 

・ よくやっている。 

・ 創業等の結果は非常によい。 

・ マイナス情報を生かす方向にあることを評価する。 

・ 職員の実力向上施策をより一層充実願いたい。 

・ 相談件数の増加、事例集の作成等の目標を達成し、また、各ア

ンケートにおいて、88．9％～96．7％の者から「役に立った」「ど

ちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。ただし「役に立

たなかった」という回答の理由には傾聴すべきものがあるので

重く受け止めるべきである。 

・ 達成率は大幅改善されているが、これに対して効果率をかけ合

わせた業績を出す方法に変えるべきである。 

・ 質の向上の努力は実績として認めるが、具体的な質の指標は示

されていない。 
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ローアップ調査（サンプル調査）を実施し、６０．９％の者から

雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善に取組んでいる、

あるいは取組む予定である旨の回答を得た。 

 

○ 中小企業雇用創出普及啓発セミナー終了時のアンケート調査に

おいて、９３．８％の者から「役に立った」「どちらかといえば役

に立った」旨の評価を得た。（有効回答者数 2,190 人） 

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した６．２％の者からの主な理由としては、「具体的な

創業方法が聞けなかったこと」、「内容的にメニューが多く、個々の

テーマに絞ったものとしてほしい」などであった。 

 

○ 雇用創出セミナー終了時のアンケート調査において、９４．６％

の者から創業・異業種進出等を進める上で「役に立った」「どちら

かといえば役に立った」旨の評価を得た。（有効回答者数 43,444 人）

なお、自由記述において参加者の意見を聞いたところ、主なもの

として「今取り組んでいることのヒントになった」、「起業に当たっ

てのノウハウが学べて大変勉強になった」などという意見の一方

で、「身近な視点に立った内容を話してほしい」、「時間が短いので、

同内容のものを２回シリーズで実施してほしい」などといった意見

があった。 

 

また、雇用創出セミナー受講後の創業・新分野進出状況等を把握

するため、フォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、調査回

答者８９６人のうち１２．８％（１１５人）の者から平成１６年度

中に創業又は新分野進出した旨の回答を得るとともに、３２．６％

（２９２人）の者から創業又は新分野進出を検討中である旨の回答

を得た。 

 

 

 

 

○ 建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相談終了

時のアンケート調査において９５．３％のものから雇用管理の改善

を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の

評価を得た。（有効回答者数 3,477 人） 

  なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「社内教

育の参考となり活用できそうである」、「従業員の雇用管理に関する

情報が得られた」などであった。 

また、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した４．７％のものからの主な理由としては、「もう少

し実例を挙げて説明してほしかった」などであった。 

 

○ 建設事業主等に対する雇用管理研修終了時のアンケート調査に

おいて、９６．７％の者から雇用管理の改善を進める上で「役に立

った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。（有効回答

者数 6,204 人） 

なお、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した３．３％の者からの主な理由としては、「資料の解

説のようになっており、具体的、専門的な部分が聞きたかった」、
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・相談等業務において、職員の資質を高めるための研修を検討・実施

したか。 
 

 

「ポイントを絞ってほしい」などであった。 

 

また、雇用管理研修受講後の雇用管理改善等の必要性の認識度等

を把握するため、研修受講後概ね３ヶ月経過した時点で事業効果に

係るフォローアップ調査（サンプル調査）を実施し、５５．７％の

者から雇用管理の必要性を再認識し、雇用管理の改善に取組んでい

る、あるいは取組む予定である旨の回答を得た。 

 

○ 沖縄県における離職者等に対する援助業務等については、８２３

件の相談を実施し、アンケート調査において、９６．９％の者から

就職活動を進める上で「役に立った」「どちらかといえば役に立っ

た」旨の評価を得た。（有効回答者数 96人） 

なお、「役に立った」等の回答を得た主な理由としては、「自分が

必要としていた地域の就職情報が得られた」、「転職に必要な情報が

得られた」などであった。 

また、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した３．１％の者からの主な理由としては、「就職に関

して自分が期待した結果が得られなかった」などであった。 

 

○ 事業主、求職者等に対する総合的な相談業務等を行う職員に対し

て、施設における相談事例を教材としたケーススタディなど、職員

の資質を高めるための研修を検討し、１０８回実施した。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
２ 雇用開発業務について 
 
（２）助成金の支給､貸付等の業務について 
① ホームページ及びパンフレットにおい

て、制度内容、利用条件、相談･受付窓口

等を公開し、申請者の利便を図ること。 
② 説明会や相談業務を通じて、制度の趣

旨等を申請者に対し十分に周知すること

により､申請者の利便を図るとともに申

請内容の適正化や不正受給の防止を図る

こと。なお、説明会については､終了時に

アンケート調査を実施し、内容を理解し

た旨の評価を８０％以上得られるように

すること｡ 
③ 申請に係る諸手続の合理化を進めるこ

とにより､申請者の手続き面での負担の

軽減を図ること。 
④ 職員研修等による担当者の審査能力の

向上、実地調査の実施等により、不正受

給の防止に努めること｡ 
 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
２ 雇用開発業務について 
 
（２）助成金の支給、貸付等の業務について

① 助成金の支給業務について 
中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する助成金、建設業事業主

等に対して行う雇用管理の改善等に関す

る助成金及び介護労働者の福祉の増進を

図るための助成金の支給業務について

は、以下の点に特に留意して適正に実施

する。 
 
（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付

窓口等を利用者の視点に立ったわかり

やすい表現で、ホームページ及びパン

フレットに掲載し、周知するとともに、

インターネットを通じた質問を受け付

け、よくある質問については回答をホ

ームページに公開するなど積極的に利

用者の利便の向上と情報提供に努め

る。さらに、支給金額、利用条件等の

制度内容に変更があった場合は当該変

更が確定した日から、７日以内にホー

ムページ等で公開する。 
（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引

等を作成し、都道府県センターや公共

職業安定所等関係機関において配布す

る。また、説明会や相談業務を通じて

制度の趣旨、内容、申請手続等を利用

者に対して十分に説明することなどに

より、利用者の利便を図るとともに、

関係機関との連絡会議等を開催し情報

を共有することにより、申請内容の適

正化や不正受給の防止等を図る。 
（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇

用管理の改善に関する助成金及び建設

業事業主等に対して行う雇用管理の改

善等に関する助成金について、説明会

を積極的に開催するとともに、終了時

にアンケート調査を実施し、８０％以

上の者から、助成金の制度の理解に役

立った旨の評価が得られるようサービ

スの質の向上を図る。 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

２ 雇用開発業務について 

 

（２）助成金の支給、貸付等の業務について

① 助成金の支給業務について 

中小企業事業主等に対して行う雇用管

理の改善に関する助成金、建設業事業主

等に対して行う雇用管理の改善等に関す

る助成金及び介護労働者の福祉の増進を

図るための助成金の支給業務について

は、申請者の利便や申請内容の適正化、

不正受給防止を図るため、以下の措置を

講ずる。 
（イ）制度の周知等について 

（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立った分かりや

すい表現でホームページに掲載し、助成

金ごとの必要性に応じてパンフレット

を検討・作成し周知するとともに、ホー

ムページに質問窓口を設置し、よくある

質問については、回答をホームページで

公開する。 

また、支給金額、利用条件等制度内容

に変更があった場合は、当該変更が確定

した日から７日以内にホームページで

公開する。 

（ⅱ）助成金ごとの必要性に応じてパンフ

レットや申請書の記載例、申請に係る手

引き等を検討・作成し、都道府県センタ

ーや公共職業安定所、事業主の団体等に

配布するとともに、説明や相談業務を通

じて制度の趣旨、内容、申請手続を利用

者に対して十分説明する。 

また、関係機関との連絡会議等を必要

に応じて開催し、情報の共有化を図る。

 

（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する助成金及び建設業

事業主等に対して行う雇用管理の改善

等に関する助成金については、パンフレ

ット等を活用して制度の趣旨、目的、申

請手続に係る説明会を積極的に開催す

るとともに、説明会参加者に対してアン

ケート調査を実施し、８０％以上の者か

ら助成金制度や手続の理解に役立った

との評価を得る。 

 

 

 

 

 

 

●助成金の支給、貸付等の業務 

中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する助成金、

建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関する助成金及び

介護労働者の福祉の増進を図るための助成金の支給業務について、

ホームページに相談窓口を設置するとともに、申請者の利便や申請

内容の適正化等を図るため、以下の措置を講じた。 

（１）制度の周知・説明 

制度の趣旨、内容、申請手続について、次により利用者に対

して周知・説明した。 

① ホームページでの公開 

イ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペ

ージに公開（平成１６年１１月５日） 

ロ 建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関する

助成金については、平成１６年４月１日付けの改正につい

て平成１６年４月７日にホームページに公開 

 （その他の助成金については、制度内容の変更がなかった

こと。） 

② パンフレット等の作成、配布 

助成金ごとの必要性に応じてパンフレットや申請書の記入

例を盛り込んだ申請の手引き等を作成し、都道府県、事業主

団体等を通じて中小企業の事業主等へ配布した。 

（作成状況） 

・ 中小企業労確法関係助成金（８種類） 

・ 建設雇用改善関係助成金（１１種類） 

・ 介護労働者関係助成金（１種類） 

③ 説明会及び個別相談の実施 

イ 説明会の実施 

・ 実施回数        ４，７１６回 

・ 参加者数    １３７，３３１人 

   ロ 個別相談の実施 

・ 実施件数      ８１，００９件 

④ アンケート調査の実施 

    アンケート調査において、９０．７％の者から説明内容が「理

解できた」「どちらかといえば理解できた」旨の評価を得た。 

（有効回答者数 ２５，９２１人） 

⑤ 関係機関との連携 

広報や相談等の連携等についての情報交換や意見交換など

都道府県労働局等関係機関との連絡会議を３４７回開催した。 

⑥ 雑誌等への広告掲載 

    制度発足後間もない中小企業基盤人材確保助成金について

は、創業関係全国雑誌５誌に広報掲載及び都道府県において

地方新聞等へ広告掲載した。 
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（ⅳ）重点的に周知・広報を行うべきと

認められる助成金については、予算の

範囲内で、新聞、一般誌の広告等を活

用して周知を図る。 
 
（ロ）手続等について 
（ⅰ）申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、申請書の記載項目の簡略化、添付書

類の簡素化等による事務手続の合理化

を進めることにより、申請者の手続面で

の負担の軽減を図る。 
 
 
 
 
 
 

（ⅱ）職員研修を強化し、審査能力の向上

を図り、助成金の不正受給の更なる防止

を図るとともに、助成金の不正受給防止

対策として可能な限り直接事業所を訪

問するなどし、支給要件と実際に合致し

ているか等の確認を行う。疑義のあるも

のについては、すべて直接事業所を訪問

することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 就職資金貸付等について 
（イ）制度の周知等について 

 
（ⅰ）制度内容、利用条件、相談・受付窓

口等を利用者の視点に立ったわかりや

すい表現で、ホームページ及びパンフレ

ットに掲載し、周知するとともに、イン

ターネットを通じた質問を受け付け、よ

くある質問については回答をホームペ

ージに公開するなど積極的に利用者の

利便の向上及び情報提供に努める。さら

に、利用条件等の制度内容に変更があっ

た場合は当該変更が確定した日から、７

日以内にホームページ等で公開する。 
（ⅱ）パンフレットや申込みに係る手引等を

作成し、都道府県センターにおいて配布す

るとともに、職業安定機関その他の関係機

（ⅳ）重点的に周知・広報を行う必要があ

ると認められる助成金については、予算

の範囲内で、新聞、一般誌等による広告

を必要に応じて行う。 

 

（ロ）手続等について 

   （ⅰ）申請者の声や適正支給に配慮しつ

つ、助成金の種類ごとに申請書記載項目

や添付書類の簡素化の検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）職員用審査マニュアルの作成や施設

ごとの研修等を実施し、担当者の審査能

力の向上を図る。 

（ⅲ）中小企業事業主等に対して行う雇用

管理の改善に関する助成金、建設業事業

主等に対して行う雇用管理の改善等に

関する助成金については、可能な限り直

接事業所訪問するなどして支給要件と

合致しているかの確認を行い、疑義のあ

るものについては、すべて直接事業所を

訪問し確認する。 

 

 

 

 

 

② 就職資金貸付及び介護労働者の福祉の

増進を図る認定事業主等に対する債務保

証について 

（イ）利用者の視点に立った分かりやすい

表現で、ホームページの充実やパンフ

レットを作成する等、当該制度の周知

に努めるとともに、ホームページに質

問窓口を設置し、よくある質問につい

ては、回答をホームページで公開する。

また、制度内容に変更等があった場

合は、当該変更が確定した日から７日

以内にホームページで公開する。 

（ロ）貸付金等申し込みに係る記入例を作

成し、職業安定機関、その他の関係機

関に対して配布するとともに、連絡会

議の開催等を通じ、当該制度の周知に

努める。 

 

 

 

 

 

（２）手続の簡素化等 

   申請書の記載項目の簡略化等について検討し、次の助成金の

要領を平成１７年４月１日に改正・施行することとした。 

① 中小企業基盤人材確保助成金・中小企業雇用管理改善助

成金 

実施計画認定申請書の記載項目の簡略化（雇用保険適用事

業所番号欄の削除） 

② 建設教育訓練助成金外６助成金 

支給・認定申請書の記載項目の簡略化（代表者印の省略） 

③ 建設教育訓練助成金 

添付書類の記載項目の簡略化（受講者名簿の年齢の省略） 

 

（３）審査能力の向上 

① 職員用審査マニュアル等の作成 

助成金担当者の審査能力の向上を図るため審査マニュアル

等について検討・作成し、職員研修等で活用した。 

（作成状況） 

・ 中小企業労確法関係助成金（３種類） 

・ 建設雇用改善関係助成金（７種類） 

② 職員研修等の実施 

・ 実施回数  ４０８回 

・ 実施内容  助成金の相談・審査業務、助成金支給業務

の期間短縮等について 

※ 都道府県労働局が全国６ブロックで実施した不正受給防

止等に係る研修に参加 

③ 事業所訪問数  ３，６２３件 

（内 疑義事業所訪問数 ３０３件） 

 

●就職資金貸付及び介護労働者の福祉の増進を図る認定事業主等に

対する債務保証 

制度の趣旨、内容、申請手続について、ホームページに相談窓口

を設置するとともに、次により利用者に対して周知・説明した。 

① ホームページでの公開 

イ よくある質問については、回答をＱ＆Ａとしてホームペー

ジに公開した。（平成１６年１１月５日） 

ロ 平成１６年度は制度内容の変更はなかったこと。 

② パンフレット等の作成、配布 

パンフレットを作成するとともに、貸付金等申し込みに係る記

入例等についても職業安定機関等を通じて利用者に配布した。 

（作成状況） 

・ 就職資金貸付（２種類） 

・ 債務保証（１種類） 

なお、道県等との連絡会議の開催等により連携を図り周知等

を実施した。 
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関における配布など連携を図る。 

（ロ）手続について 

申請者の声や適正支給に配慮しつつ、

申請書の記載項目の簡略化、添付書類の

簡素化等による事務手続の合理化を進

めることにより、申請者の手続面での負

担の軽減を図る。 

 

 

 

（ハ）申請者の声や適正支給に配慮しつつ、

申請書の記載項目の簡略化、添付書類

の簡素化を進める。 

 

 

 

 

 

 

③ 認定申請書の記載項目の簡略化 

就職資金（特例就職資金及び沖縄県外就職資金）の借受申請

書における性別欄の削除を検討し、平成１７年３月３１日に貸

付要領を改正し、平成１７年４月１日から施行することとした。 

 評価の視点  

 

・制度内容等の変更後７日以内にホームページで公表し、利用者に対

する十分な制度の周知・説明に努めたか。また、説明会を開催して

８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を得たか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担

軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所

訪問などにより不正受給防止対策を行ったか。 
 

 

 

 

 

 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ 建設業事業主等に対して行う雇用管理の改善等に関する助成金

については、平成１６年４月１日付けの改正について平成１６年４

月７日にホームページに公開した。 

また、中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する助

成金等については、よくある質問について、回答をＱ＆Ａとしてホ

ームページに公開するとともに、説明会を４，７１６回、個別相談

を８１，００９件実施する等により、利用者に対する十分な制度の

周知・説明に努めた。 

 

○ 各助成金の説明会開催時のアンケート調査において、９０．７％

の者から説明内容が「理解できた」「どちらかといえば理解できた」

旨の評価を得た。（有効回答者数 25,921 人） 

  なお、説明会の内容に関する意見を聞いたところ、主なものとし

て「助成金の趣旨とポイントがわかった」などという意見の一方で、

９．３％の者から「間違えやすい箇所等を重点的にゆっくり説明し

てほしかった」などといった意見があった。 

 

○ 各助成金、貸付金の申請書の記載項目の簡略化等について検討

し、平成１７年４月１日に改正・施行することにより申請者の手続

面での負担軽減を図ることとした。 

 

○ 助成金担当者の審査能力の向上を図るための審査マニュアル等

について検討・作成し、各施設で実施する職員研修に活用した。ま

た疑義事業所３０３件を含む３，６２３事業所を訪問し不正受給防

止対策に努めた。 

 

 評 定  Ｂ   

（理由及び特記事項） 

・ 計画通りに進んでいる。 

・ 着実な努力を行い、成果も得られているが、地道な業務である

ことを留意した。 

・ ホームページ、パンフレット、説明会等により、助成金等の制

度につき周知を図り、またアンケート調査において 90．7％の者

から「理解できた」「どちらかといえば理解できた」旨の評価を

得た。手続の簡素化にも、担当者の審査能力向上にも努め、ま

た、疑義事業所訪問を 303 件行った。疑義事業所訪問は徹底し

て行うべきである。 

・ 助成金の効果把握をすべきである。 

・ 助成金に関する業務の質とは、単に助成金の説明会をするだけ

か、助成金そのものの支給件数との対比で考えるべきである。

また、それにかかった人件費コストの面からも評価すべきであ

る。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等と十分に連携を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１）関係機関等の連携について 

職業訓練の実施に当たっては、都道府

県労働局、都道府県、事業主団体、教育

機関等幅広い関係機関と柔軟かつ十分な

連携を図り、人材育成地域協議会、就職

促進能力開発協議会等を活用するなど、

定期的に連絡会議を開催し、真に地域の

人材ニーズに応じた、かつ効果的な職業

訓練を実施する。 
特に、地域の産業動向を踏まえた人材

ニーズを把握するため、都道府県商工担

当部や地域の事業主団体等と連携を密に

する。また都道府県職業能力開発行政と

の連携を強めるため、新たに開発した訓

練コースやキャリア・コンサルティング

手法などのノウハウの情報提供及び都道

府県の職業訓練指導員の再訓練を実施す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（１）関係機関等の連携について 

次の会議等を定期的に開催又は活用し

て幅広い関係機関と柔軟かつ十分な連携

を図り、真に地域の人材ニーズに応じた、

職業訓練を実施する。 
・人材育成地域協議会（構成：都道府県

労働局、都道府県、事業主団体、教育機

関等） 
・就職促進能力開発協議会（構成：都道

府県労働局、都道府県能力開発主管課、

機構都道府県センター、職業能力開発施

設）等。 
特に、地域の産業動向を踏まえた人材

ニーズを把握するため、地域の各種会議

等あらゆる機会を活用して、都道府県商

工担当部や地域の事業主団体等と連携を

密にする。また、都道府県職業能力開発

行政との連携を強めるため、新たに開発

した訓練コースやキャリア・コンサルテ

ィング手法などのノウハウの情報提供及

び都道府県の職業訓練指導員の再訓練を

実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

●関係機関等の連携 

職業能力開発業務の実施に当たり、以下により都道府県労働局等

の関係機関等との連携を図った。 

（１）会議等の実施 

① 人材育成地域協議会の開催（４７都道府県で延べ９６回開

催） 

    地域の教育訓練資源を効果的に活用し、地域における教育

訓練を実践的に推進していくため、地域の人材ニーズ・訓練

ニーズに基づき、次の事項を中心に協議・検討を行った。 

・ 多様な職業訓練機会の整備に関する事項 

・ 若年者のキャリア形成支援に関する事項 

 

② 就職促進能力開発協議会の開催（４７都道府県で延べ１１

１回開催） 

求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対策の円

滑な実施を図るため、地域の労働市場の動向や人材ニーズを

踏まえた訓練コースの設定、訓練受講者及び修了者に対する

情報提供・就職支援の体制に係る連携・協力のあり方等につ

いて協議した。 

 

③ その他各種会議の開催・活用による連携 

地域の人材ニーズ等を把握するため、職業能力開発推進協

議会の開催や都道府県及び都道府県労働局等が主催する各種

連絡会議への出席などにより連携を密にした。 

 

（２）訓練コース等の情報提供 

 ① 訓練コース等 

   イ 機構が新たに開発した離職者訓練カリキュラムモデル

（３コース）、在職者訓練カリキュラムモデル（１０６コー

ス）を職業能力開発総合大学校のホームページで公開する

とともに、公開したカリキュラムの活用のためのリーフレ

ットを都道府県職業能力開発主管課、民間教育訓練機関等

へ配布した。 

   ロ 職業訓練の実施に資する調査・研究報告書を都道府県職

業能力開発主管課、民間教育訓練機関等へ配布した。 

ハ ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究報告書の

概要を都道府県職業能力開発主管課、民間教育訓練機関等

へ配布した。  

  ② キャリア・コンサルティング手法 

    キャリア・コンサルティングの手法・効果に関する調査研

究報告書及びキャリア形成に関するビデオ等について、都道

府県センターを通じて都道府県職業能力開発主管課等へ情報

提供を行った。 



雇用・能力開発機構評価シート７（連携及び人材ニーズ把握） 

7 － 2 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 
効果的な職業訓練を実施するため、各

地域ごとに、人材ニーズの把握を徹底し、

把握したニーズに基づき、適切な訓練カ

リキュラムを設定すること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 
① 各地域ごとに、事業主団体、都道府県、

公共職業安定所等関係機関から意見を聴

くとともに、労働者派遣事業所、民間職

業紹介事業所、個別企業等を訪問し、ヒ

アリング調査を行い、毎年度、その結果

をもとに訓練カリキュラムの設定を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練については、よりニーズに

応じた効果的な職業訓練とするため、事

業主団体等の要望に応じて、訓練コース

を設定するオーダーメイド型での訓練を

積極的に実施する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）効果的な職業能力開発を実施するため

の人材ニーズの把握について 

① 各施設においては、関係機関等から産

業・業界情報及び求人・求職情報等を把

握するとともに、労働者派遣事業所、民

間職業紹介事業所、個別企業、事業主団

体等を訪問してヒアリング調査を実施

し、地域の人材ニーズを把握する。 
   また、地域における教育訓練施設の訓

練実施状況等を把握する。 
その結果を基に、訓練コースの訓練カ

リキュラムの見直し及び精査を行い、地

域の人材ニーズに対応した訓練カリキュ

ラムの設定を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練については、事業主団体等の

訓練ニーズに応じた効果的な訓練とする

ため、事業主団体等との相談・援助を通じ

た段階的かつ体系的なオーダーメイド型

訓練コースを積極的に設定・実施する。 
 

 

（３）都道府県の職業訓練指導員に対する再訓練の実施 

① 実施場所  職業能力開発総合大学校 

② 実施人数  ６６９人 

③ 実施内容  専門技術研修、テーマ別研修、 

訓練技法開発研修、長期実践派遣研修、 

短期実践技術研修 等 

 

●人材ニーズの把握等 

効果的な職業能力開発を実施するため、地域の人材ニーズ等の把

握を行ったほか、オーダーメイド型訓練コースの積極的実施につい

て、以下のとおり取り組んだ。 

（１）人材ニーズの把握と訓練カリキュラムの設定 

  ① 総体的な人材ニーズの把握 

全国的な雇用動向や今後の技術動向等を把握した。 

・ 雇用動向調査等の労働統計資料や中小企業白書等の公的

機関の調査報告書の活用等 

② 地域特有の人材ニーズを把握（詳細なニーズ） 

求人・求職情報、地域の産業情報、事業主団体等に対する

ヒアリング等により地域特有の人材ニーズを把握した。 

・ 中小企業団体中央会等の都道府県中央団体に対するヒア

リング 

・ 個別企業、事業主団体等に対するヒアリング 

・ 労働者派遣事業所、民間職業紹介事業所に対するヒアリ

ング 

・ 都道府県労働局、都道府県職業能力開発主管課等の意見

聴取 

・ ハローワークの統計資料等の活用 

・ 地域の教育訓練施設の訓練実施状況の調査 等 

③ 訓練コースの設定 

上記①及び②等を踏まえ、訓練コースの見直し及び精査を

行い、訓練コースを設定した。 

④ 外部委員会等への協議 

上記③の訓練コースについて、人材育成地域協議会、職業

能力開発推進協議会等の外部委員会等への協議を行った。 

 

（２）オーダーメイド型訓練コースの積極的実施 

  ① コース設定の流れ 

・ 事業主団体及び企業に対する教育訓練計画策定に係る相

談援助の実施 

・ 地域における産業動向、技術動向等も踏まえたオーダー

メイド型訓練コースの設定 

・ 訓練実施後、受講者アンケート等の実施 

② 訓練コース 

・ 訓練コース数  ２，５５２コース  

（在職者訓練全体の訓練コース実施数は１２，０１１ 

コース） 

 

 

 



雇用・能力開発機構評価シート７（連携及び人材ニーズ把握） 

7 － 3 

 評価の視点  

 

・地域との連携を強めるため会議等を定期的に開催して活用し､また､

ノウハウの情報提供や職業訓練指導員の再訓練を実施したか。具体

的にどの程度開催及び実施されたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の人材ニーズや訓練実施状況を基に訓練カリキュラムの設定を

行ったか。そのために、訓練カリキュラムの内容について、具体的

にどのように見直し及び精査を行ったか。 

 
 
 
 
・在職者訓練について、オーダーメイド型訓練コースを積極的に設定

し、実施したか。 

 

 自己評定 Ｂ  

（理由及び特記事項） 

○ 各都道府県において、地域の教育訓練資源を効果的に活用し、地

域における教育訓練を実践的に推進していくため、人材育成地域協

議会を９６回、求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対

策の円滑な実施を図るため、就職促進能力開発協議会を１１１回開

催したほか、地域の人材ニーズ等を把握するため、各職業能力開発

施設において職業能力開発推進協議会を開催するとともに、都道府

県及び都道府県労働局等が主催する各種連絡会議への出席などに

より関係機関等の連携を図った。 

 

○ 機構が新たに開発した離職者訓練(３コース)、在職者訓練

(１０６コース)、合わせて１０９コースの訓練カリキュラムモデ

ルをホームページで公開するとともに、公開したカリキュラムの活

用のためのリーフレットを都道府県職業能力開発主管課、民間教育

訓練機関等へ配布した。また、職業訓練の実施に資する調査・研究

報告書、ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究報告書の概

要、キャリア・コンサルティングの手法・効果に関する調査研究報

告書及びキャリア形成に関するビデオ等について、都道府県職業能

力開発主管課、民間教育訓練機関等へ配布・情報提供を行った。 

 

○ 職業能力開発総合大学校において、都道府県の６６９人の職業訓

練指導員に対する再訓練を実施した。 

 

○ 全国的な雇用動向や今後の技術動向等を把握するとともに、求

人・求職情報、地域の産業情報、事業主団体等に対するヒアリング

等により地域特有の人材ニーズを把握し、これを踏まえ訓練コース

の見直し及び精査を行い、訓練コースを設定した。また設定した訓

練コースについて、各都道府県において、人材育成地域協議会、職

業能力開発推進協議会等の外部委員会等への協議を行った。 

 

○ 在職者訓練全実施コース数１２，０１１コースのうち、地域の事

業主団体及び企業に対する教育訓練計画策定に係る相談援助を通

じた２，５５２コースのオーダーメイド型訓練コースを実施した。

 

 

 評 定  Ｂ  

（理由及び特記事項） 

・ 計画通り進んでいる。 

・ 連携については、人材育成地域協議会の開催や都道府県の職業

訓練指導員に対する再訓練の実施等を行った。 

・ 人材ニーズ把握のためのヒアリングやオーダーメイド型訓練コ

ースの積極的実施を行った。 

・ 連携と人材ニーズの把握と活用は仕事の成功での重点と思われ

るので、今後一層の成果が望まれる 

・ サービスの外部化（機構外化）を進めているが、その結果どう

なったかに関心が払われていない印象を受ける。 

・ 関係機関との連携については、具体的にどのような成果があが

ったかについてはふれられていない。 

・ 人材ニーズ把握は確かか、民間からの情報収集方法についてそ

の方法の具体的な例示とその正否がなく、開催・実施実績のみ

では効果の評価ができない。 
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中期目標 中期計画 平成１６年度計画 平成１６年度の業務の実績 

第３ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する事項 
 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について 

社会の産業構造の変化が急激化する

中、企業の事業展開等にあわせて、個々

の労働者が職業能力を向上させていくこ

とが、我が国の健全な経済発展のために

必要不可欠となっている。また、産業の

基盤を支えるための高度な職業能力の向

上も引き続き重要である。こうした状況

を踏まえ、機構は、事業主等のニーズ等

に基づき、在職者を対象とした職業訓練

を実施すること。 
① 受講者に対してアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から職業能力の向上

に役に立った旨の評価が得られるように

すること。また、事業主の指示により職

業訓練を受講した場合については、当該

事業主についてもアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から受講者に職業能

力の向上が見られた旨の評価が得られる

ようにすること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 在職者訓練の効果を客観的に把握する観

点から、受講者が習得した能力（習得度）の

測定・評価を実施すること。 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について

社会の産業構造の変化や技術革新が進

展する中、既に就業している者の職業能

力が向上できるよう、次により在職者向

け職業訓練を実施する。 
 
 
 
 
 
 
① 受講者に対してアンケート調査を実施

し、８０％以上の者から職業能力の向上

に役立った旨の評価が得られるよう、訓

練ニーズの把握を徹底した上で訓練コー

スの設定を行う、訓練内容・方法につい

て適宜必要な見直しを加えるなどによ

り、より有用かつ効果的な職業訓練を実

施する。 
 
 
② 事業主の指示により職業訓練を受講し

た場合については、当該事業主に対して

もアンケート調査を実施し、８０％以上

の者から受講者に職業能力の向上が見ら

れた旨の評価が得られるよう、オーダー

メイド型訓練等、事業主の訓練ニーズに

応じた職業訓練を実施する。 
 
 
 
③ 訓練開始時及び訓練修了時の能力をそ

れぞれ把握し比較することにより、受講

者が習得した能力（習得度）を測定し評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他

の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 
 
３ 職業能力開発業務について 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練について

各施設においては、アンケート調査及

び習得度の測定・評価の実施を通じて、

在職者訓練の品質の向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
① 各訓練コースの受講者に対してアンケ

ート調査を実施し、有効な回答を得た者

のうち、８０％以上の者から職業能力の

向上に役立った旨の評価が得られるよ

う、的確に人材育成ニーズを把握し、当

該ニーズを踏まえて訓練内容・実施方法

等について、適宜必要な見直しを行った

上で訓練コースを設定する。 
 

 

② 訓練コースの修了者のうち、事業主の

指示により在職者訓練を受講した場合に

ついては、該当事業主に対してアンケー

ト調査を実施し、有効な回答を得た事業

主のうち、８０％以上の事業主から受講

者に職業能力の向上が見られた旨の評価

が得られるよう、オーダーメイド型訓練

等、事業主の訓練ニーズに応じた訓練を

実施する。 
 
③ 平成１５年度に検討されたプロセス管理

に基づき、訓練コースの受講を通じて習得

した能力（習得度）の測定・評価につい

て、一部の訓練コースにおいて試行実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●在職者を対象とする職業訓錬 

在職者を対象とする職業訓練の品質の向上を図るため、以下によ

り、受講者や事業主に対するアンケート調査等を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）受講者に対するアンケート調査の実施 

アンケート調査において、９７．４％の者から職業能力の向

上に「役立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得

た。 

・ 受講者数    １１３，２１７人 

  ・ 有効回答者数   ９０，６４７人 

 

 

 

 

（２）事業主に対するアンケート調査の実施 

受講生を派遣した事業主を対象とするアンケート調査におい

て、９３．６％の事業主から受講者が学んできた技術・知識が

事業所で「役立っている」「どちらかといえば役立っている」旨

の評価を得た。 

  ・ 調査コース数    １，８３３コース 

・ 有効回答事業所数  ７，６４８事業所 

 

 

 

（３）習得した能力の測定・評価 

訓練コースの受講を通じて習得した能力（習得度）の測定・

評価について、診断ツールを活用し１９の能力開発施設におい

て試行実施した。 
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評価の視点  

 
・８０％以上の受講者から役立った旨の評価を得たか。 
また、訓練ニーズを踏まえての訓練コースの設定を行ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・在職者に指示をして訓練を受講させた事業主に対してもアンケート調

査を実施し、８０％以上の者から受講者に職業能力の向上が見られた

旨の評価が得られるよう、事業主の訓練ニーズに応じた職業訓練を実

施したか。 

 自己評定 Ａ  

（理由及び特記事項） 

○ 地域の人材ニーズを踏まえ訓練コースの設定を行った結果、受講

者に対するアンケート調査において、９７．４％の者から職業能力

の向上に「役に立った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価

を得た（有効回答者数 90,647 人）。また、セミナーの内容について、

設問形式で聞いたところ、 

・「カリキュラムが良い」の回答が７６．０％、 

・「教材（資料）が分かりやすかった」の回答が９４．３％、 

・「講師の教え方が分かりやすかった」の回答が９６．１％、 

などであった。 

なお、受講者から「役に立った」等の回答を得た主な理由として

は、「実際の仕事と合ったカリキュラム内容であり、非常に役立っ

た」、「理論と訓練機器を用いた実習との関係について、分かりやす

く教えてもらうことができた」、「より実践的な指導を受けられて良

かった」などであった。 

また、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した２．６％の者の主な理由としては、「セミナーのレ

ベルが高かった」、「訓練メニューが多すぎたため、省略された部分

が多く、あまり詳細な説明が受けられなかった」などであった。 

 

○ 受講者を派遣した事業主に対して、受講者の訓練終了後、概

ね１ヶ月経過した時点でのアンケート調査において、９３．６％

の事業主から受講者が学んできた技術・知識が事業所で「役に立

った」「どちらかといえば役に立った」旨の評価を得た。（有効回

答事業所数 7,648 事業所） 

なお、事業主から「役に立った」等の回答を得た主な理由として

は、「製品の新規開発における開発工程の短縮につながった」、「受

講者の指導力、業務遂行能力の向上に役立っている」、「保全マンの

技術・技能の向上により、より高度な保全技術へと結びついた」な

どであった。 

また、「どちらかといえば役に立たなかった」、「役に立たなかっ

た」と回答した６．４％の事業主の主な理由としては、「受講者の

選定のため、事前により詳細な内容が分かればよかった」、「レベル

が高すぎた」などであった。 

 

 評 定  Ａ   

（理由及び特記事項） 

・ 1 ヶ月後のアンケートで実際に役に立ったとの結果は評価でき

る。 

・ 計画以上に実施されている。また、アンケート調査による結果

でも高い評価を得ている。 

・ 概ね良好な結果である。カリキュラムの更なる改善を図るべき

である。 

・ 在職者訓練のメニューが、労働市場全体の在職者訓練ニーズの

どのくらいをカバーしているのか、それが低ければ満足度が高

くても政策的な意味が減じられると思われる。 

・ カリキュラムの改訂等、今後の課題である。 

・ 次の向上に繋がる欠点の指摘を明示していることを評価する。 

・ 在職者訓練の効果測定を行った。 

・ 在職しながら個人的にキャリアアップを目指そうとしている人

のニーズに応えられているかどうかは、受講生調査からはわか

らないはずで、ここに力を入れるべきである。（例 開講時間、

講義内容、授業料、情報提供） 

・ 受講後 1 ヶ月経過したアンケートでの高評価は価値がある。で

きれば３ヶ月後、１年後も調査すればよりよいと思われる。 

・ 在職者訓練について受講者及び事業主からのアンケートで「役

立っている」「どちらかといえば役立っている」が 97．4％、93．

6％であった。ただし、「役に立たなかった」との回答の理由か

ら、ニーズの把握が不十分である可能性が考えられるので留意

されたい。 

・ 達成率のみではなく、それがどういう効果をもたらしたのかと

いう効果率を重視する方がよい。この二つをかけ合わせた業績

率が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


